
知財創造教育連絡協議会(仮）
計画案 （中部コンソ3年間の経過を踏まえて）

三重県立四日市商業高等学校
世良 清



中部地域 知財創造教育コンソーシアム 出席者一覧表
属性 名前（敬称略） 所属･職名（当該年度）

【教育機関】 渥美 勇輝 鈴鹿市立平田野中学校教諭

【教育機関】 世良 清 三重県立津商業高等学校教諭

【教育機関】 田中 博章 愛知教育大学附属高等学校地歴公民科教諭

【教育機関】 山崎 祐二 長野工業高等学校機械科教諭

【教育機関】 森 兆立 鈴鹿享栄学園鈴鹿高等学校教諭

【教育機関】 中谷 眞人 愛知県小中学校長会会長（碧南市立大浜小学校校長）

【教育機関】 大津 孝佳 沼津工業高等専門学校電気電子工学科教授

【教育機関】 松岡 守 三重大学教育学部教授

【教育機関】 三宅 茜巳 岐阜女子大学大学院文化創造学研究科研究科長

【教育機関】 村松 浩幸 信州大学学術研究院教育学系教授

【教育機関】 磯部 征尊 愛知教育大学創造科学系技術教育講座

【教育機関】 魚住 明生 三重大学教育学部技術・ものづくり教育コース教授

【教育機関】 香坂 玲 名古屋大学大学院環境学研究科教授

【教育機関】 西淵 茂男 愛知教育大学理事・副学長

【教育機関】 糸乗 前 滋賀大学教育学部学校教育教員養成教授

【民間団体】 高瀬 雅人 一般社団法人愛知県発明協会

【民間団体】 山上 敏樹 NPO法人子どもアイデア楽工 理事長

【民間団体】 岡田 廣司 株式会社メニコン 取締役／東京福祉大学・大学院 社会福祉学部 教授

【民間団体】 鈴木 聡 沼津商工会議所沼津地域中小企業支援センターコーディネーター／株式会社クロスボーダー

【民間団体】 加藤 明彦 エイベックス株式会社 代表取締役会長（愛知中小企業家同友会会長）

【民間団体】 内輪 博之 愛知中小企業家同友会 専務理事

【民間団体】 菱川 定俊 中部経済同友会課長

【民間団体】 筒井 厚至 中日新聞NIE事務局事務局長

【民間団体】 山本 和男 特定非営利活動法人アスクネット代表理事

【公的機関】 中村 敬 特許業務法人ぱてな 代表弁理士/日本弁理士会東海支部支部長

【公的機関】 渥美 久彦 渥美特許事務所所長弁理士/日本弁理士会東海支部副支部長

【公的機関】 北 裕介 日本弁理士会 東海支部 教育機関支援機構 機構長／あいぎ特許事務所

【公的機関】 菊谷 純 日本弁理士会東海会教育機関支援機構機構長

【公的機関】 吉井 雅栄 日本弁理士会北陸支部長／吉井国際特許事務所

【公的機関】 淵上 勇樹 日本政策金融公庫 国民生活事業本部 名古屋創業支援センター

【地方公共団体】 北岡 龍也 岐阜県教育委員会事務局学校支援課長

【地方公共団体】 秋田 浩介 愛知県 経済産業局産業部 産業科学技術課 研究開発支援グループ 主事

【地方公共団体】 佐野 和也 富士宮市産業振興部商工振興課知財戦略・商業係主幹兼係長

【地方公共団体】 佐野 勝紀 富士宮市産業振興部商工振興課知財戦略・商業係主査

【経済産業局知財室】 大山 栄成 中部経済産業局地域経済部産業技術課知的財産室長

【経済産業局知財室】 正 智晃 中部経済産業局地域経済部産業技術課知的財産室長

【事業主体・内閣府】 西川 毅 内閣府知的財産戦略推進事務局参事官補佐

【事業主体・内閣府】 守 誠一朗 内閣府知的財産戦略推進事務局参事官補佐

【事業事務局】 萩原 達雄 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）知的財産コンサルティング室主任研究員

【事業事務局】 上野 翼 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）知的財産コンサルティング室 研究員/副主任研究員

【事業事務局】 平川 彰吾 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）政策研究事業本部研究開発部研究員



本日の報告内容
1. 中部地区コンソーシアムの３年間の経過
2. 出席者一覧表

属性分布：教育機関（学校、大学）、民間団体、公的団体、
地方公共団体、中部経産局、内閣府、事業事務局

地域分布：東海地区・・・・・・愛知、岐阜、三重、静岡
北陸・信越地区・・・新潟、長野
その他・・・・・・・滋賀

3. 直近の成果と今後の方向性
4. 知財創造教育連絡協議会（仮）の計画案



中部地区コンソーシアムの３年間の経過
地域・社会と協働した「知財創造教育」に資する学習支援体制の調査（関東・中部）
意見交換会（地域コンソーシアム会合）

日時：平成２９年１２月１日（金） １０時００分～１２時００分
場所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 １０階 第１セミナー室

議 事 次 第

１．開会
２．意見交換
（１）本地域における今後の知財教育推進のあり方について

①本地域における取組状況と課題
②今後の体制について
③実施上のポイントについて

（２）自由討議
３．事務連絡
４．閉会
■配布資料
出席者名簿
資料１ 本地域における知財教育推進についての検討
参考資料１ 三重県立津商業高等学校における取組
参考資料２ 知的創造活動と知的財産



地域・社会と協働した「知財創造教育」に資する学習支援体制の調査（東北・関東・中部）

意見交換会（地域コンソーシアム会合）
日時：平成３０年１２月２１日（金） １５時００分～１７時３０分

場所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
名古屋本部 １０階 セミナールーム

議 事 次 第
１．開会 （約10分）

２．意見交換

（１）全体議論

①知財創造教育の捉え方・範囲について（20分）

②本地域における取り組み状況（20分）

③知財創造教育を通じて目指すこと（20分）

④論点の中間整理 （10分）

（２）グループディスカッション

①中部地域における、今後の知財創造教育の普及・定着の方策検討（50分）

②情報共有（10分）

（３）第２回会合にむけて

①第２回全体会合に向けた、2019年1月以降の動きの確認（5分）

②第２回全体会合の開催日調整 （5分）



３．事務連絡

４．閉会

（閉会後、18時頃より同会場にて懇親会を開催します。）

■配布資料
出席者名簿
資料１ 知財創造教育の捉え方（案）
資料２ 中部地域の取り組み状況
資料３ 知財創造教育の目指すもの（案）
資料４ グループディスカッションの議論ペーパー

（普及・定着に向けた方策検討）
参考資料 中部広域コンソーシアムの自立化方策（たたき台）



地域・社会と協働した「知財創造教育」に資する学習支援体制の調査
（東北・関東・中部）意見交換会（地域コンソーシアム会合）

日時：平成３１年３月８日（金） １５時００分～１７時３０分
場所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社名古屋本部 ４階 セミナー

ルーム
議 事 次 第

１．開会
２．意見交換
（１）実証授業等の状況報告 （３０分）
（２）知財創造教育の捉え方（２０分）
（３）知財創造教育の普及・定着に向けた方策検討 （９０分）

３．事務連絡
４．閉会
■配布資料
出席者名簿
資料１ 知財創造教育の捉え方
資料２ 中部コンソーシアムの機能検討
参考資料 普及・定着を補助する機能の検討（見える化関係）



中部地域コンソーシアム 検討会合（第一回）
日時：令和元年１２月２５日（水） ９時３０分～１２時００分

場所：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)名古屋オフィス

議 事 次 第
１．開会
２．内閣府挨拶

①知財創造教育の推進状況（10～20分）
３．議事
（１）本年度の概要説明（3分）
（２）教員が知財創造教育へ主体的に取り組むための環境整備（30分）
①アンケート結果の説明
②意見交換

（３）地域主体のコンソーシアム構築に向けた検討（50分）
①事務局案の説明および次回会合に向けた論点抽出

（４）尖った人材の育成に関する頭出し（40分）
①事務局からの説明および次回会合に向けた論点抽出

４．事務連絡
５．閉会



■配布資料
資料１ 議事次第
資料２ 出席者名簿
資料３ 知財創造教育の推進状況
資料４ 調査実施概要
資料５ 教員が知財創造教育へ取り組むための環境整備
資料６ 地域主体のコンソーシアム構築に向けた検討
資料７－１ 尖った人材の育成
資料７－２ 尖った人材の育成に関するアンケート調査票（案）
参考１ 知的財産推進計画２０１９（一部抜粋）



中部地域コンソーシアム 検討会合（第二回）
日時：令和２年３月１２日（木） １５時～１７時３０分

場所：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)名古屋オフィス10階

議 事 次 第
１．開会
２．議事
（１）実証授業の実施結果
（２）教員が知財創造教育へ主体的に取り組むための環境整備および
定着に向けたロードマップの策定

（３）尖った人材を育成する場について
３．事務連絡
４．閉会

■配布資料
資料１ 議事次第
資料２ 出席者名簿
資料３ 実証授業結果
資料４ 教員が知財創造教育へ取り組むための環境整備と定着に向けたロードマップ策定
資料５ 尖った人材の育成
参考１ 研究会・イベントの例



直近の成果と今後の方向性
• 知財創造教育ネットワークの構築が進んだ。

属性分布：教育機関（学校、大学）、民間団体、公的団体、
地方公共団体、中部経産局知財室、内閣府知財事務局、事業事務局

地域分布：東海地区 愛知、岐阜、三重、静岡
北陸・信越地区 新潟、長野
その他 滋賀

• 中部経産局知財室より、WIPO日本事務所澤井所長の講演を調整。

• 「知財創造教育」「知財教育学」の構築と定着。
内閣府知財創造教育コンソーシアム
日本知財学会知財教育分科会 ----- 知財学研究の一環として
日本教育学会 ----- 教育学研究の一環として
知財創造教育連絡協議会 ------ 学校教育現場の教員ネットワーク



中部地域　知財創造教育コンソーシアム　出席者一覧表
属性 名前 所属･職名（当該年度） 2017(1) 2018(1) 2018(2) 2019(1) 2019(2)

【教育機関】 渥美　勇輝　　鈴鹿市立平田野中学校教諭 ○ ○ ○ WEB

【教育機関】 世良　清　　　三重県立津商業高等学校教諭 ○ ○ ○ ○ ○

【教育機関】 田中　博章 愛知教育大学附属高等学校地歴公民科教諭 　 ○ ○ ○ ○

【教育機関】 山崎　祐二 長野工業高等学校機械科教諭 　 ○ WEB

【教育機関】 森　　兆立 鈴鹿享栄学園鈴鹿高等学校教諭 　 欠

【教育機関】 中谷　眞人 愛知県小中学校長会会長（碧南市立大浜小学校校長） 　 欠 欠

【教育機関】 大津　孝佳 沼津工業高等専門学校電気電子工学科教授 　 ○ ○ ○ ○

【教育機関】 松岡　守　　　三重大学教育学部教授 欠 欠 欠 WEB

【教育機関】 三宅　茜巳　　岐阜女子大学大学院文化創造学研究科研究科長 ○ ○ ○

【教育機関】 村松　浩幸　　信州大学学術研究院教育学系教授 ○ 欠

【教育機関】 磯部　征尊 愛知教育大学創造科学系技術教育講座 　 ○ ○ ○ 欠

【教育機関】 魚住　明生 三重大学教育学部技術・ものづくり教育コース教授 　 欠 ○

【教育機関】 香坂　玲 名古屋大学大学院環境学研究科教授 　 欠 ○

【教育機関】 西淵　茂男 愛知教育大学理事・副学長 　 ○ ○

【教育機関】 糸乗　前 滋賀大学教育学部学校教育教員養成教授 　 ○



中部地域 知財創造教育コンソーシアム 出席者一覧表

属性 名前 所属･職名（当該年度）
2017
(1)

2018
(1)

2018
(2)

2019
(1)

2019
(2)

【民間団体】 高瀬 雅人 一般社団法人愛知県発明協会 ○

【民間団体】 山上 敏樹 NPO法人子どもアイデア楽工 理事長 ○

【民間団体】 岡田 廣司
株式会社メニコン 取締役／東京福祉大学・大学院 社会福祉学
部 教授

○ ○

【民間団体】 鈴木 聡
沼津商工会議所沼津地域中小企業支援センターコーディネー
ター／株式会社クロスボーダー

欠

【民間団体】 加藤 明彦
エイベックス株式会社 代表取締役会長（愛知中小企業家同友
会会長）

○ ○

【民間団体】 内輪 博之 愛知中小企業家同友会 専務理事 ○

【民間団体】 菱川 定俊 中部経済同友会課長 ○

【民間団体】 筒井 厚至 中日新聞NIE事務局事務局長 ○

【民間団体】 山本 和男 特定非営利活動法人アスクネット代表理事 ○

【公的機関】 中村 敬 特許業務法人ぱてな 代表弁理士/日本弁理士会東海支部支部長 ○

【公的機関】 渥美 久彦 渥美特許事務所所長弁理士/日本弁理士会東海支部副支部長 ○

【公的機関】 北 裕介
日本弁理士会 東海支部 教育機関支援機構 機構長／あいぎ特
許事務所

○ ○

【公的機関】 菊谷 純 日本弁理士会東海会教育機関支援機構機構長 ○ ○

【公的機関】 吉井 雅栄 日本弁理士会北陸支部長／吉井国際特許事務所 ○ 欠

【公的機関】 淵上 勇樹 日本政策金融公庫 国民生活事業本部 名古屋創業支援センター ○ ○ 欠



中部地域 知財創造教育コンソーシアム 出席者一覧表

属性 名前 所属･職名（当該年度）
2017
(1)

2018
(1)

2018
(2)

2019
(1)

2019
(2)

【地方公共団体】 北岡 龍也 岐阜県教育委員会事務局学校支援課長 欠

【地方公共団体】 秋田 浩介
愛知県 経済産業局産業部 産業科学技術課 研究開発支援グ
ループ 主事

○

【地方公共団体】 佐野 和也 富士宮市産業振興部商工振興課知財戦略・商業係主幹兼係長 ○

【地方公共団体】 佐野 勝紀 富士宮市産業振興部商工振興課知財戦略・商業係主査 ○ 欠

【経済産業局知財
室】

大山 栄成 中部経済産業局地域経済部産業技術課知的財産室長 ○

【経済産業局知財
室】

正 智晃 中部経済産業局地域経済部産業技術課知的財産室長 ○ 欠 ○ ○

【事業主体・内閣
府】

西川 毅 内閣府知的財産戦略推進事務局参事官補佐 ○ 欠

【事業主体・内閣
府】

守 誠一朗 内閣府知的財産戦略推進事務局参事官補佐 ○ ○

【事業事務局】 萩原 達雄
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）知的財産コンサル
ティング室主任研究員

○ ○ ○ ○ ○

【事業事務局】 上野 翼
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）知的財産コンサル
ティング室 研究員/副主任研究員

○ ○ ○ ○ ○

【事業事務局】 平川 彰吾
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）政策研究事業本部研
究開発部研究員

○ ○ ○ ○ ○



直近の成果と今後の方向性
• 知財創造教育ネットワークの構築が進んだ。

属性分布：教育機関（学校、大学）、民間団体、公的団体、
地方公共団体、中部経産局知財室、内閣府知財事務局、事業事務局

地域分布：東海地区 愛知、岐阜、三重、静岡
北陸・信越地区 新潟、長野
その他 滋賀

• 中部経産局知財室より、WIPO日本事務所澤井所長の講演を調整。

• 「知財創造教育」「知財教育学」の構築と定着。
内閣府知財創造教育コンソーシアム
日本知財学会知財教育分科会 ----- 知財学研究の一環として
日本教育学会 ----- 教育学研究の一環として
知財創造教育連絡協議会 ------ 学校教育現場の教員ネットワーク



愛知県内の高校における知財教育について
令和２年8月 中部経済産業局知的財産室

１．日程・時間 令和2年11月12日（木）の午後（１．５～２時間程度（時間は相談可能））
２．目的・内容 特許（発明）・意匠（デザイン）・商標（ブランド）など、難しく複雑に見える「知的財産」という無形資産が

私たちの生活において果たす役割や、biジネスにおける経営と知財とのつながり、ライセンスや模倣品対策と
いった活用方法、グローバルな事業活動を行う上での重要性などをテーマとして、具体的な実例を交えながら、
大学や社会に出てから必要な知識となる「知的財産」に関する普及啓発を高校生向けに行う。

３．講師 世界知的所有権機関（WIPO）日本事務所長 澤井智毅
【略歴】 １９８７年 特許庁入庁

２００５年 日本貿易振興機構ニューヨーク知的財産部長
２０１１年 特許庁総務部国際課長
２０１３年 特許庁審査第一部調整課長
２０１６年 特許庁審査第一部長
２０１９年11月～ WIPO日本事務所長 （出典: WIPOウェブサイト）

４．対象 愛知県内の高校（１クラス単位、１学級単位又は1クラブ活動等の３０～４０人程度）で、２～３年生を想定
５．費用 講師謝金・旅費ともに不要

【参考：WIPOについて】
・WIPOは、「World Intellectual Property Organization」の略で、知的財産権保護の国際的な促進を目的とした国連の専門機関で

1970年に設立、スイスのジュネーブに本拠を置いています。
・主な活動としては、知的財産権保護のための各国制度の調和等を目的とする条約の策定、技術的法律的な協力を通じて
途上国における保護水準の引き上げ、知的財産に関する紛争解決の促進などを行っています。
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「知財創造教育」「知財教育学」の構築と定着

内閣府知財創造教育推進コンソーシアム

↧

知財創造教育連絡協議会（仮）

↥ ↥

日本知財学会 知財教育分科会 日本教育学会











日本知財学会 第18回年次学術研究発表会
https://www.ipaj.org/workshop/2020/workshop_2020.html

大会の全体テーマ：ニューノーマルにおける知的財産戦略 ―5G, AI, IoT, DXでポストコロナ時代を拓く―
日 程：2020年11月28日（土）- 29日（日）
開催方法：オンライン開催（ZOOMを予定） （拠点：国立大学法人電気通信大学）
-------------------------------------------------------------------------------------------------

【知財教育分科会セッション】 （案）
日 程：2020年11月29日（日） 14：30-16：00（９０分）
形 式：ラウンドテーブル
テーマ：「ニューノーマルにおける知財教育学を俯瞰する」
日本知財学会知財教育分科会では、2007年の第5回年次学術研究発表会で、初の知財教育分科会セッション「知財教育の方向性

を探る」を実施して以来、タイムリーな話題提供者をお招きし、毎回欠かさず分科会セッションを実施してきました。
直近では、2019年の第17回発表会で「ラウンドテーブル：知的財産推進計画と知財創造教育」を実施しました。内閣府知的財

産戦略推進事務局の小林英司参事官から、知的財産推進計画２０１９の概要と同事務局で推進している知財創造教育の取組状況に
ついてご講演いただき、また、日本教育学会理事である東京大学大学院教育学研究科の勝野正章教授をコメンテーターとしてお招
きし、学術的な視点から教育現場の現状、知財教育の課題や期待することについてご意見をいただき、議論が進みました。一方、
日本教育学会の2020年8月の第79回大会においても、ラウンドテーブル「『知的財産教育学』を構想する」が実施され、教育学の
アプローチから「知財教育学」を確立する議論が進んでいます。
さて、第18回発表会では、知財教育学を基盤整備に当たり、知財教育と密接な関係のある諸団体の教材や人材などの資源の状

況などを情報共有するとともに、今後の役割分担を検討する機会として、ラウンドテーブルを開催したいと考えます。
話題提供者（50音順）：知財教育関係４団体と調整中



知財創造教育連絡協議会（仮）の設立に向けて（案）

１ 趣旨 平成29年度から実施されてきた地域の地域創造教育コンソーシアム（調査事業）は、全国的な規模で、知財創造教育の進展が
進みつつあり、目を見張るものがある。しかし、国民一般には、まだ認知されていないのが現状で、誤った（あるいは偏った）認識
をされている可能性も一部あるのではないかとも思われる。令和２年以降も、知財創造教育を広く国民に正しく理解してもらうため
の普及啓発活動を強化することは非常に重要であり、知財創造教育の地域別コンソーシアムの存続、あるいは発展は最優先課
題と位置づけられる。
一方、学校教育現場で児童生徒に直接的に指導する教員のほか、これを支援する産学官の組織との連携体制を草の根で育んで
いくことも重要である。地域の知財創造教育コンソーシアムは3年間の経過を経て、今後は自立が求められており、これまでに各
地域の知財創造教育コンソーシアムにかかわってきた団体・個人が自主的に連絡協議できる場を創設することによって新しい価
値が生まれるものと考えられる。
こうした考えのもと、発起人は、知財創造教育連絡協議会（仮）を提案する。

2 構成員 （１）地域の知財創造教育コンソーシアムに参加した学校教員・新規に知財創造教育にかかわる学校教員
（２）知財創造教育にかかわる団体、個人

3 組織 あくまで自主的な組織として、原則として、連絡や協議の場を提供する組織として位置づける。
各地域に世話人を置く。連絡協議会への加入・脱退は自由とする。

4 事業 （１）構成員としての名簿を整備する（個人情報に配慮）
（２）年間1－2回程度の集会を開催するが、旅費や謝金は支給しない。

また、必要に応じて、オンラインによる集会の開催も実施する。

5 費用 原則として徴収しないが、通信費・会場費等として実費を徴収することもある。

発起人：世良清（三重県立四日市商業高等学校） 吉田拓也（四天王寺東高等学校・中学校）



今後の計画
• キックオフミーティング・・・地域コンソ第2期地域グループと同期

参加者の自己紹介 （オンライン開催）
日本弁理士会東海会「知財劇」

• 主な対象地域・・・中部地域、近畿地域、（その他の地域）

• 主な活動・・・名簿整理、連絡調整のためのオンラインミーティング

• 知財創造教育コーディネータ、知財教育指導者の認定制度

皆様、お世話になります。よろしくお願いします。
＜ご静聴ありがとうございました＞
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